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（事業承継について）Ⅳ 特別調査事項

特別調査事項として、事業承継について県内中小企業に聞いたところ、次の

ような結果となった。

、「 」 、○ 経営者が引退するときに 事業を何らかの形で承継したい は６３.８％

「自分の代で廃業したい」は１７.７％だった。

従業員規模別にみると、１～５人の企業では 「自分の代で廃業したい」、

（３９.0%）と「事業を何らかの形で承継したい （３８.６％）がほぼ同じ」

になっている。

○ 承継する上での課題は 「後継者の資質・経営能力 （６７.３％）が最も、 」

多く、次いで「取引先との信頼関係の維持 （４１.３％ 「事業の将来性」」 ）、

（４０.０％）となっている。

○ 事業承継について必要な施策は 「事業承継に伴う税負担の軽減・制度」、

（４３.６％）が最も多く、次いで「後継者に経営等を教育する機会」

（３７.４％）となっている。

（集計表Ｐ４３、Ｐ５１参照）１ 経営者の年齢及び従業員規模について

は「６０歳代」が３８.３％と最も多く、次いで「５０歳代」が２７.６％とな経営者の年齢

っている。製造業、非製造業での大きな違いはなかった。

は、 は「６～２０人」が３５.３％と最も多く、次いで「２１～５０人」従業員規模 製造業

が２３.３％ 「１～５人」が２１.０％となっているのに対し、 は「１～５人」が、 非製造業

４６.６％と最も多く、次いで「６～２０人」が２８.６％ 「２１～５０人」が１４.２％とな、

っている。

（集計表Ｐ４４、Ｐ４９、Ｐ５０参照）２ 事業承継に対する考え方について

事業承継に対する考え方について経営者が引退する際、事業を承継した

（全体・業種別）いと考えているかについて県内中小企業

に聞いたところ、 「何らかの全体では、

形で承継したい」が６３.８％ 「自分の、

代で廃業したい」が１７.７％ 「まだ考、

えていない」が１８.５％だった。

「何らかの形で承継業種別にみると、

したい」は、製造業が７１.５％である

のに対し、非製造業では５７.８％だっ
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、「 」 、 、経営者の年齢別にみると 自分の代で廃業したい は ３９歳以下では６.２％であるが

６０歳代は２０.０％、７０歳以上は２１.１％で、経営者の年齢が高くなるにつれて割合が高

くなっている。

「何らかの形で承継したい」は、１～５人が３８.6％であるのに対従業員規模別にみると、

、 、 、 、し ６～２０人が７０.８％ ２１～５０人が８０.3％ ５１人以上が８５.2％となっており

規模が大きくなるほど割合が高くなっている。

また、１～５人の企業では 「自分の代で廃業したい （３９.0％）と「何らかの形で承継、 」

したい （３８.６％）がほぼ同じになっている。」

事業承継に対する考え方について 事業承継に対する考え方について

（経営者の年齢別） （従業員規模別）

業種別の内訳をみると・・・

、「 」 、「 （ ）」、製造業では 何らかの形で承継したい の割合が高い業種は 一般機械器具 ８０.０％

「プラスチック製品（８０.０％ 」や「輸送用機械器具（７８.８％ 」などであり、１２業） ）

種中 「衣服・その他の繊維製品（４４.９％ 」を除く、１１業種で６割を超えている。、 ）

、「 」 、「 （ ）」、非製造業では 何らかの形で承継したい の割合が高い業種は 運輸・倉庫 ７６.４％

「サービス業（６５.１％ 」であり、６割を超えたのは、７業種中この２業種だけだった。）

66 .5%

68 .8%

61 .2%

54 .9%

55 .4%

20 .6%

33 .8%

38 .5%

21 .1%

20 .0%

18 .2%

12 .4%

11 .2%

11 .3%

6 .2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

７０歳以上

６０歳代

５０歳代

４０歳代

３９歳以下

何らかの形で
承継したい

まだ考えて
いない

自分の代で
廃業したい

85.2%

80 .3%

70 .8%

38 .6%

19 .2%

22 .4% 39 .0%

13 .3%

16 .9%

1 .5%

2 .8%

10 .0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

５１人以上

２１～５０人

６～２０人

１～５人

何らかの形で
承継したい

まだ考えて
いない

自分の代で
廃業したい

0%

20%

40%

60%

80%

100%

自分の代で
廃業したい

まだ考えてい
ない

何らかの形で
承継したい

製造業

食

料

品

衣

服

・

そ

の

他

の

繊

維

製

品

家

具

・

装

備

品

印

刷

・

出

版

パ

ル

プ

・

紙

・

紙

加

工

品

金

属

製

品

一

般

機

械

器

具

電

気

機

械

器

具

輸

送

用

機

械

器

具

精

密

機

械

器

具

プ

ラ

ス

チ

ッ

ク

製

品

鉄

鋼

業

・

非

鉄

金

属

非製造業

建

設

業

卸

売

・

小

売

業

飲

食

店

情

報

サ

｜

ビ

ス

業

運

輸

・

倉

庫

不

動

産

業

サ

｜

ビ

ス

業



- -21

（集計表Ｐ４５、Ｐ４９参照）３ 事業を承継する上での課題について（複数回答あり）

（２で「何らかの形で承継したい」と回答した企業）

２で「何らかの形で承継したい」と回答した企業に対して、事業を承継する上での課題に

ついて聞いたところ、 「後継者の資質・経営能力 （６７.３％）が最も多く、次い全体では、 」

「 」（ ）、「 」（ ） 。で 取引先との信頼関係の維持 ４１.３％ 事業の将来性 ４０.０％ となっている

、製造業と非製造業で大きな違いはなかった。業種別にみると

「後継者の資質・能力」は、１～５人が５６.５％であるのに対し従業員規模別にみると、

て、５１人以上は７４.３％となっており、従業員規模が大きくなるにつれて割合が高くなっ

ている。また 「従業員の協力」は、６～２０人が３５.１％、２１～５０人が４４.６％、、

５１人以上が３６.８％であるのに対して、１～５人は１４.１％と半分以下であり、従業員規

模によって違いがみられる。

（ ）（ ）事業を承継する上での課題について 全体 複数回答あり

（ 「 」 ）２で 何らかの形で承継したい と回答した企業

事業を承継する上での課題について（従業員規模別 （複数回答あり））

（ 「 」 ）２で 何らかの形で承継したい と回答した企業
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（集計表Ｐ４６参照）４ 自分の代で廃業したい理由について（複数回答あり）

（２で「自分の代で廃業したい」と回答した企業）

２で「自分の代で廃業したい」と回答した企業に対して、廃業したい理由について聞いた

ところ、 「業績が不振である」及び「新たな事業展開が見込めない」が４１.０％全体では、

で最も多く、次いで「親族（息子等）が経営を承継しない （３７.２％ 「経営を承継する」 ）、

適当な人材がいない （３５.２％）となっている。」

、 は 「新たな事業展開が見込めない （５３.５％）が最も多く、次業種別にみると 製造業 、 」

「 」（ ）、「 」（ ）いで 経営を承継する適当な人材がいない ４１.９％ 業績が不振である ３７.２％

となっている は 業績が不振である ４２.９％ が最も多く 次いで 親族 息。 、「 」（ ） 、 「 （非製造業

子等）が経営を承継しない （３７.７％ 「新たな事業展開が見込めない （３４.9％）とな」 ）、 」

っている。また 「従業員が高齢化している」及び「新たな事業展開が見込めない」は製造、

業が非製造業よりも２０ポイント程度多く、業種によって違いが表れている。

自分の代で廃業したい理由について（全体・業種別 （複数回答あり））

（２で「自分の代で廃業したい」と回答した企業）

（集計表Ｐ４７参照）５ 廃業する上での課題について（複数回答あり）

（２で「自分の代で廃業したい」と回答した企業）

２で「自分の代で廃業したい」と回答した企業に対して 「廃業する上での課題」につい、

て聞いたところ 廃業後の生活の糧がない が４５.４％と最も多く 次いで 取、 、「 」 、 「全体では

引先への影響が大きい」が２４.６％ 「従業員の再就職先」が２１.3％となっている。、

は 取引先への影響が大きい が３８.８％と最も多く 次いで 廃業種別にみると 製造業、 「 」 、 「

業後の生活の糧がない」が３３.８％ 「従業員の再就職先」が３１.3％となっている。、

は「廃業後の生活の糧がない」が５１.３％と最も多く 「取引先への影響が大き非製造業 、

い」が１７.５％ 「従業員の再就職先」が１６.３％ 「債務超過である」が１５.０％となっ、 、

ている。

廃業する上での課題について（全体・業種別 （複数回答あり））

（２で「自分の代で廃業したい」と回答した企業）
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（集計表Ｐ４８参照）６ 事業承継について必要な施策について（複数回答あり）

事業承継について必要な施策について聞いたところ 「事業承継に伴う税負担の軽減・制、

度 （４３.６％）が最も多く、次いで「後継者に経営等を教育する機会 （３７.４％ 「経」 」 ）、

営改善・新たな事業展開へのアドバイス （２９.４％）となっている。」

事業承継について必要な施策（全体 （複数回答あり））
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（集計表Ｐ５１参照）【参考】アンケート調査対象企業の従業員数

アンケート調査対象企業の従業員数を聞いたところ、従業員２０人以下の企業が、全

体の約３分の２を占めている。

また、非製造業については、従業員５人以下の小規模企業が半数近くを占めている。
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